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Ⅰ 平成 24 年度９月補正予算案 

６月補正予算編成後の状況の変化を踏まえ、政策課題に的確に対応する必要があるものに

ついて、国の交付金を原資とした基金などを活用し、補正予算措置を講ずる。 

 

１ 歳入・歳出補正予算案の概要 

(1) 会計別予算額                        (単位：百万円、％) 

会 計 別 
前回までの 
累 計 額 

９月補正 
予 算 額 

９月現計 
予 算 額 

24 年度９現／ 

23 年度９現 

一 般 会 計 1,774,761 1,643 1,776,404    98.4

特 別 会 計 932,419 344 932,764  104.5

企 業 会 計 107,652 (※)        － 107,652  89.9

計 2,814,833 1,987  2,816,821 100.0

（注）この資料の金額は、表示単位未満切り捨てのため、符合しないことがある。 

（※）公営企業資金等運用事業会計で「海老名市食の創造館」売却に係る収入予算（535 百万円）の補正及び重

要な資産の処分を行う。 

 

(2) 一般会計の財源内訳                      (単位：百万円) 

款  別 前回までの累計額 今回補正額 ９月現計予算額 

分担金及び負担金 2,470 6 2,476 

国 庫 支 出 金 167,099 216 167,316 

繰 入 金 61,804 725 62,529 

繰 越 金 48 260 309 

県 債 298,765 434 299,199 

そ の 他 1,244,573 － 1,244,573 

計 1,774,761 1,643 1,776,404 

 

２ 補正予算案の主な内容 

   

(1)  災害に強く安全で安心してくらせるまちづくり 

○新○ 原子力防災通信システム整備費（Ｐ４参照）               2,004 万円 

福島第一原子力発電所の事故の経験を踏まえ、通信方式の多様化・多重化を図るため、

国の交付金を活用し、県庁と国の原子力災害対策本部等を結ぶ衛星系の専用通信回線シ

ステムを新たに整備する。 

［安全防災局危機管理部危機管理対策課 TEL 045-210-3460］ 

 

○新○ 再生可能エネルギー等導入推進基金事業費（Ｐ５参照）                  5,350 万円 

国の補助金を原資とした基金を活用し、災害時において応急対策の拠点として機能す

る地域防災拠点施設等に、太陽光発電設備及び蓄電池設備を導入する。 

［環境農政局新エネルギー・温暖化対策部太陽光発電推進課 TEL 045-210-4101］ 
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(2)  いのちが輝き誰もが自分らしくくらせる社会づくり 

 

一部○新○ 医療のグランドデザインに基づく取組みの推進                8,021 万円 

    

・  県央二次医療圏における救急機能の強化（Ｐ６参照）              205 万円 

県央二次医療圏における救急医療体制の整備及び小児救急の強化を図るため、国の

交付金を原資とした基金を活用し、大和市立病院が行う増改築工事に対して助成する。 

［保健福祉局保健医療部医療課 TEL 045-210-4860］ 

 

・○新ドクターカー整備費補助（Ｐ７参照）                        1,258 万円 

        救急医療体制の充実を図るため、国の交付金を原資とした基金を活用し、横浜労災

病院のドクターカーの更新及び北里大学病院の保有車に搭載する医療機器等の整備に

対して助成する。 

［保健福祉局保健医療部医療課 TEL 045-210-4860］ 

 

       ・○新在宅医療提供拠点薬局整備費補助                 699 万円 

       がん患者等の在宅医療を推進するため、国の補助金を活用し、地域薬剤師会が経営

する薬局が行う無菌調剤室の整備に対して助成する。 

［保健福祉局生活衛生部薬務課 TEL 045-210-4960］ 

 

       ・○新災害医療拠点病院における自家発電設備整備に対する補助         4,075 万円 

       大規模災害が発生した場合に備えるため、国の交付金を原資とした基金を活用し、

災害医療拠点病院における自家発電設備の整備に対して助成する。 

                                 ［保健福祉局保健医療部健康危機管理課 TEL 045-210-4790］ 

 

・○新県立衛生看護専門学校改修工事設計費（Ｐ８参照）             1,590 万円 

県立衛生看護専門学校（横浜市中区根岸町）の准看護師養成課程を看護師養成課程

に転換するために必要な施設の改修工事の設計を行う。 

［保健福祉局地域保健福祉部保健福祉人材課 TEL 045-210-4742］ 

 

・○新在宅チーム医療人材育成事業費                            193 万円 

医師、看護師、ケアマネジャーがチームとなって在宅患者やその家族をサポートし

ていく体制を構築するため、国の委託金を活用し、地域リーダーを養成するための研

修を実施する。 

［保健福祉局保健医療部医療課 TEL 045-210-4860］ 

 

一部○新○ ひとり親家庭等の在宅就業の支援（Ｐ９参照）                     1 億  442 万円 

ひとり親家庭等の経済的な自立を支援するため、国の交付金を原資とした基金を活用

し、仕事と子育てを両立しやすい在宅就業の拡大に向け、職業訓練などを実施する。 

［保健福祉局福祉・次世代育成部子ども家庭課 TEL 045-210-4650］ 
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○ 障害者自立支援対策の推進                                       1 億 8,092 万円 

障害者自立支援法に基づくサービスの基盤整備を行うため、国の交付金を原資とした

基金を活用し、障害者施設等が実施するバリアフリー化等の施設改修や、川崎市が行う

相談支援事業所の改修に対して助成する。 

［ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化等の施設改修については、保健福祉局福祉・次世代育成部障害サービス課  

TEL 045-210-4702］ 

［相談支援事業所の改修については、保健福祉局福祉・次世代育成部障害福祉課 

 TEL 045-210-4700］ 

 

(3)  次世代を担う心豊かな人づくり 

 

○ 私立高等学校等の生徒への学費補助（Ｐ10 参照）                   4,722 万円 

国の高等学校等就学支援金の加算基準が変更されたことに伴い、加算対象外となった

世帯について、特例措置として、国から追加配分される高校生修学支援基金を財源に、

加算相当額の学費補助を実施する。 

［県民局くらし文化部学事振興課 TEL 045-210-3760］ 

 

○新○ 高等学校空調設備工事費（Ｐ11 参照）                5 億 2,100 万円 

      全県立高等学校に空調設備を計画的に整備するため、まなびや基金も活用し、平成 25

年度稼動予定 45 校分の基盤工事を実施する。 

［教育局総務部学校経理課 TEL 045-210-8103］ 

(4)  神奈川のポテンシャルを生かした活力創出 

 

○新○ (財)神奈川科学技術アカデミー研究拠点設置費補助（Ｐ12 参照）   1 億 9,800 万円 

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区での県の先導的役割を果たすため、

(財)神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）の川崎市殿町区域への進出に係る経費を助

成し、ライフサイエンス分野における開発・産業化支援の強化を図る。 

［政策局総合政策部科学技術政策課 TEL 045-210-3070］ 

(5)  その他 

 

○新○ 取調べ室への録音・録画装置の整備                  3,500 万円 

警察における取調べの可視化を進めるため、国の補助金を活用し、必要な資機材の整

備を行う。 

［警察本部刑事部刑事総務課 TEL 045-211-1212 （内線）4011］ 

 

○ 公共事業の追加                                                 1 億 4,750 万円 

・ 農業用施設災害復旧  愛川町角田地内小沢頭首工          １億  250 万円 

・ 漁 港 整 備    小田原漁港東側漁港施設用地             4,500 万円 

［農業用施設災害復旧については、環境農政局農政部農地保全課 TEL 045-210-4460］ 

［漁港整備については、環境農政局水・緑部水産課 TEL 045-210-4530］ 
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新 原子力防災通信システム整備費 
  

 
１ 目的 

本県における原子力防災対策の充実のため、国の交付金を活用して、情報連絡体制の強化を図

る。 

２ 補正予算額 ２,００４万円 

３ 事業内容 

  福島第一原子力発電所の事故の経験を踏まえ、通信方式の多様化・多重化を図るため、県庁第

二分庁舎に、県庁と国の原子力災害対策本部等を結ぶ衛星系の専用通信回線システムを新たに整

備する。 

(1) 固定型衛星通信システムの整備 

ア  衛星アンテナの整備 

イ  衛星専用IP-電話、IP-FAXの整備  

(2) 既存のTV会議システムの改修整備（地上・衛星の両回線使用可能とする）      

【イメージ】（実線：新設、点線：既設） 
 
 
 
 
 
 

   
     
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 

 
ルータ 

 
　
   広域系

　　　及び

　　地域系

地上ネットワーク

原子力災害対策本部（国）

※通信契約の締結

（１）固定型衛星通信
　　　システムの整備
　　（IP-電話・IP-FAX）

（２）既存のTV会議
     システムの改修
     整備

（１）固定型衛星通信
　　　システムの整備
　　（衛星アンテナ）

神奈川県庁 第二分庁舎

川崎オフサイトセンター

横須賀オフサイトセンター

川崎市

横須賀市

(既存)ＴＶ会議システム

ＩＰ-電話 ＩＰ-ＦＡＸ

地上・衛星
切替スイッチ

試験研究炉

核燃料加工工場

 ※広域系及び地域系地上ネットワーク：原子力災害予防や原子力災害発生時に国と地方公共団体で連携するための全国規模の通信のネットワーク

問い合わせ先 

  安全防災局危機管理部危機管理対策課 課長        杉原 電話 045-210-3460 

  安全防災局危機管理部危機管理対策課 危機管理対策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 佐野 電話 045-210-3465 

３ 補正予算案 関係資料 
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新 再生可能エネルギー等導入推進基金事業費 

１ 目的 

神奈川県再生可能エネルギー等導入推進基金を活用し、災害時において災害応急対策の拠点

として機能する地域防災拠点施設等に、太陽光発電設備及び蓄電池設備の導入を図る。 

２ 補正予算額 ５，３５０万円 

３ 事業内容 

(1) 県有施設導入事業費                          2,550万円 

県立横須賀工業高等学校（県広域防災活動拠点） 

【導入予定設備：太陽光発電設備 15kW、蓄電池設備 15kWh】 

(2) 民間施設導入費補助                              2,800万円 

市町村が指定する（今後予定を含む）民間の地域防災拠点施設 ４箇所 

【導入予定設備：太陽光発電設備 15kW、蓄電池設備 10kWh程度】 

・１箇所当たり 事業費 2,100万円×補助率（1/3）＝700万円 

   ・対象となる民間施設の例：医療施設、公共交通機関の施設（駅舎）、私立大学、宿泊等

施設、コンビニエンスストア等 

 

【参考：再生可能エネルギー等導入推進基金事業スキーム】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 地域資源活用詳細調査事業＜実施主体：県、全額基金を活用＞ 

事業計画の策定、調査およびこれらに附帯して必要な各県の事務費 

 ② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業＜実施主体：県・市町村、全額基金を活用＞ 

   地域の防災拠点や、災害発生時等に地域住民の生活に不可欠な都市機能を維持することが必要な公共施設に再生

可能エネルギー等を導入する事業 

 ③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業＜実施主体：民間事業者、補助率1/3＞ 

   地域住民をはじめ、不特定多数の者が利用するなど、災害時に地域の防災拠点となり得る民間施設に再生可能エ

ネルギー等を導入する事業 

 ④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業＜実施主体：民間事業者、利子補給＞ 

   風力発電設備や地熱発電設備等を導入し、発電を行う事業者に対する利子補給等 

 

は、９月補正予算対応分

 ①事業計画策定

市町村  ②市町村施設への導入

 ④民間事業者による事業

（基金造成） （事業実施主体）

環境省 神奈川県 神奈川県

民間事業者

・事業計画書
・交付申請

・補助

・補助

・補助

再生可能エネ
ルギー等導入
推進基金

②県有施設への導入

③民間施設への導入

問い合わせ先 

環境農政局新エネルギー・温暖化対策部太陽光発電推進課 課長  山口  電話 045-210-4101 

環境農政局新エネルギー・温暖化対策部太陽光発電推進課 副課長 小碇  電話 045-210-4102 
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県央二次医療圏における救急機能の強化 

 

１ 目的 

(1) 二次救急医療機関確保事業費 

県央二次保健医療圏では、救急告示病院の減少により二次救急医療体制の維持

が困難となっており、特に県央東部地域（大和、海老名、座間、綾瀬市）におけ

る救急医療体制は深刻な事態に陥っている。 

救急患者の受入れを行っている大和市立病院の救急機能を強化し、当該圏域に

おける二次救急医療の安定化を図る。 

 (2) 小児救急機能強化事業費 

大和市域における小児救急医療体制は、小児科医の絶対数が不足していること

から、二次救急輪番病院で他の診療科医師が診療を行っているという深刻な事態

に陥っている。 

現在、基幹的役割を担っている大和市立病院の小児救急を強化するとともに、

役割分担の明確化による二次救急医療の安定化も図る。 

２ 補正予算額 ２０５万円 

 ・ 二次救急医療機関確保事業費 ８２万円 

 ・ 小児救急機能強化事業費  １２３万円 

３ 事業内容 

  二次救急医療体制の整備及び小児救急の強化を図るため、大和市立病院が実施

する施設整備に対して助成する。 

４ 大和市立病院救急棟イメージ図 

問い合わせ先 

 保健福祉局保健医療部医療課 課長             相原 電話 045-210-4860

 保健福祉局保健医療部医療課 地域医療・医師確保対策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 田辺 電話 045-210-4874
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新 ドクターカー整備費補助 
 

１ 目的 

  周産期救急医療システム受入病院又は救命救急センターにおいて、ドクターカ

ーを整備し、救急医療体制の強化を図る。 

２ 補正予算額 １，２５８万円 

３ 事業内容 

  救急医療体制の充実を図るため、横浜労災病院のドクターカーの更新及び北里

大学病院の保有車に搭載する医療機器等の整備に対して助成する。 

（単位：万円）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ドクターカーイメージ 

   

病院名 整備内容 予算額 

横浜労災病院 
ドクターカー １台 

（救急車タイプ） 
１，１５０ 

衛星電話 １式 

北里大学病院 

超音波診断装置 １台 

１０８ 

合 計 １，２５８ 

問い合わせ先 

 保健福祉局保健医療部医療課 課長             相原 電話 045-210-4860

 保健福祉局保健医療部医療課 地域医療・医師確保対策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 田辺 電話 045-210-4874
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新 県立衛生看護専門学校改修工事設計費 

 

１ 目的 

県立衛生看護専門学校(横浜市中区根岸町)の准看護学科は、平成25年４月

の入学生を最後に募集を停止のうえ、以降はその枠を看護師養成に転換し、

県民が求める、質が高く満足できる看護サービスの提供ができる高い実践能

力を持ち、自律的に活動できる看護人材の養成を図る。 

そのため、看護師養成への転換にあたって必要となる改修工事の設計を行

う。 

 

２ 補正予算額 １，５９０万円 

 

３ 事業内容 

 県立衛生看護専門学校改修工事の基本・実施設計  

〔工事内容〕 

    第一看護学科教室１室及び更衣室の整備 

合同教室（120人用）２室の整備（延床面積：493.20㎡程度） 

 

〔既存施設の構造・規模〕 

    鉄骨鉄筋コンクリート造 地上５階 地下１階 延5,528.22㎡ 

       鉄骨造 地上３階 延1,936.44㎡ 

 

４ スケジュール 

年 度 H24 H25 H26 

工  程 
基本設計 

実施設計 
工 事 平成26年4月 供用開始

 

 

 

問い合わせ先 

 保健福祉局地域保健福祉部保健福祉人材課 課長     水町 電話 045-210-4742 

 保健福祉局地域保健福祉部保健福祉人材課 

課長代理(保健福祉人材担当) 青木 電話 045-210-4744 
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ひとり親家庭等の在宅就業の支援 

 

１ 目的 

ひとり親家庭等の経済的な自立を支援するため、参加者の能力開発、業務の

開拓、在宅就業のための業務処理等の取組みを一体的に推進し、仕事と子育て

を両立しやすい在宅就業の拡大に向けた環境整備を図る。 

 

２ 補正予算額  １億４４２万円 

○新 ○県実施分 3,553 万円【債務負担行為設定 期間：平成 24～25 年度 

限度額：１億 7,755 万円】 

○横浜市・相模原市実施分 6,889 万円 

 

３ 事業内容 

(1) 在宅就業に役立つＩＴ関係の「能力開発」を行うとともに、訓練期間内の

生活を支援するために「訓練手当」を支給する。 

(2) 訓練参加者が、在宅就業できるような「業務開拓」を行うとともに、「在

宅就業や就労に向けた支援」を行う。 

(3) 委託事業終了後の対応として、訓練修了者が引き続き在宅就業の仕事を続

けられるよう、受託事業者が在宅就業支援を継続する仕組みとする。 

 

４ 対象者 ひとり親家庭の母または父等 

 

５ 訓練内容 

  ＩＴを活用したデータ入力、ＷＥＢ作成、雑誌の編集作業等の業務 

 

６ スケジュール(県実施分) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成25年度平成24年度

ＩＴコース　応用訓練・OJT　10ヶ月
ＩＴコース

基礎訓練３ヶ月

 説明会の実施
参加者募集

(訓練人員100人)

業務処理の保守・運用

業務開拓、就労支援

業務処理の仕組みづくり

問い合わせ先 

保健福祉局福祉・次世代育成部子ども家庭課 課長  中田 電話 045-210-4650 

保健福祉局福祉・次世代育成部子ども家庭課 副課長 金子 電話 045-210-4651 
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私立高等学校等の生徒への学費補助 

１ 目的 

国の高等学校等就学支援金の加算基準が変更されたことに伴い、高校生修

学支援基金を活用した学費補助を実施する。 

 

２ 経緯 

高等学校等就学支援金制度では、私立高校等の生徒がいる世帯に一律に支

給する額に加え、市町村民税所得割額に応じた加算額が支給されているが、

扶養控除の廃止に伴い、７月分からこの加算基準が変更されることとなった。 

その結果、当初、加算が見込まれていた世帯の一部で加算されなくなるこ

とから、これらの世帯に対する特例措置を行うものである。 

 

３ 補正予算額 ４,７２２万円 

 

４ 事業内容 

国の加算基準の変更に伴い、就学支援金の加算対象外となった世帯につい

て、特例措置として、国から追加配分される高校生修学支援基金を財源に、

加算相当額の学費補助を実施する。  

 項目 内 容 

学費補助の実施 国から追加配分される高校生修学支援基金を財源に、

加算相当額の学費補助を実施する。 

 私立高等学校等生徒学費補助金    ４,７２２万円 

基金積立額の積み

増し 

学費補助の財源として、国から追加配分される交付金

を高校生修学支援基金に積み増しする。 

 積み増し額  ４,７２２万円 

神奈川県高校生修

学支援等基金条例

の一部改正 

加算相当額の学費補助を行うため、条例が規定する対

象校種に、高等学校等就学支援金の支給対象として文

部科学大臣が指定した各種学校を追加する。 

 

（参考） 

 高等学校等就学支援金制度 

   家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に打

ち込めるように、私立高校等の生徒がいる世帯に対し、公立高等学校授業

料相当額を国の費用により助成して、教育負担を軽減する制度である。 

 

 

問い合わせ先 

（学費補助について） 

  県民局くらし文化部学事振興課 課長      小板橋 電話 045-210-3760 

  県民局くらし文化部学事振興課 認可助成ｸﾞﾙｰﾌﾟ 植村  電話 045-210-3772 

(基金の積み増し・基金条例の一部改正について) 

  教育局総務部学校経理課 課長         井上  電話 045-210-8103 

    教育局総務部学校経理課 育英ｸﾞﾙｰﾌﾟ      河田  電話 045-210-8251 
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新 高等学校空調設備工事費 

 

 

１ 目的 

  地球温暖化やヒートアイランド現象による気温の上昇を受け、熱中症等、生徒の健康

管理への配慮のため､県立高等学校に空調設備を整備し､学習環境の改善を図る。 

 

２ 補正予算額 ５億２，１００万円（継続工事費の平成24年度年割額） 

(1) 基盤工事費(ガス式空調) 総額 17億3,100万円(平成24年度～25年度継続費) 

（内訳：平成24年度 ５億2,100万円、25年度 12億1,000万円) 

(2) 機器整備費(ガス式空調) 総額 24億5,112万円(平成24年度～38年度債務負担行為) 

  平成24年度に契約を取り交わし25年度からリースを開始(期間13年間） 

 

３ 設置校数 

 45校（普通教室、特別教室（音楽・美術・その他芸術・家庭）、図書室）に設置 

 

４ 整備計画 

  公費整備については、トータルコスト、電力消費量、CO２排出量を可能な限り抑制す

る観点から、都市ガス供給地域においてガス式空調を優先整備し、その後、それ以外の

地域において電気式空調を整備する。 

  私費整備（保護者会が整備した機器）については、平成25年７月から公費負担する。 

 

整備 
方式 

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度～ 

公費 
整備 

    

 

私費 
整備 

     

 

５ 財源 

  空調設備整備の財源の一部にまなびや基金を活用する。 

 

７月稼働（リース開始） 
ガス式 

整備工事 

７月稼働（リース開始） 

７月稼働（リース開始） 

電気式 

① 

電気式

② 

整備工事

整備工事

７月公費負担開始 

【９月補正予算対応分】 

問い合わせ先 
  教育局総務部学校経理課 課長        井上 電話 045-210-8103
  教育局総務部学校経理課 県立学校経理ｸﾞﾙｰﾌﾟ 佐藤 電話 045-210-8113
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新 （財）神奈川科学技術アカデミー研究拠点設置費補助  

１ 目的 

  京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区における県の先導的な役割を果たすため、特区

区域内に財団法人神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）の研究拠点の一部を置き、特区の目標であ

る、「革新的医薬品・医療機器の開発・製造と健康関連産業の創出」の実現を加速させる。 

２ 補正予算額 １億９，８００万円 

（内訳：内装等工事費１億8,122万円、機器移設設置費1,061万円、備品購入費617万円） 

３ 事業内容 

(1)拠点設置予定場所 

産学公民連携研究センター（仮称）[川崎市川崎区殿町３丁目] 

同センター内に総面積５２４㎡の研究室等を設置する。 

(2)特区へ進出する研究プロジェクト 

研究プロジェクト 成果の出口 意義・効果 

東西医療融合を見据えた

食品開発と機能性評価 

 

・認証評価センターの構築 

(新しい神奈川ブランド) 

・科学的根拠のある機能性食

品(生薬)等の市場投入 

・機能性食品（生薬）の開発の活性化 

・食品機能性表示制度の見直し 

・血液、臓器の使用による研究加速 

血中がん診断装置開発、

抗がん剤効果の評価 

 

・簡易な転移がん診断 

・抗がん剤の有効性評価、効

果的な投与 

・京浜臨海部の医工連携の推進 

・ヒト血液の使用による研究加速 

光触媒等抗菌・抗ウイル

ス性能評価 

 

・光触媒等の抗菌・抗ウイル

ス性能に対する認証評価セン

ターの構築 

・抗菌・抗ウイルス医療関連製品等開発

の活性化 

＊研究プロジェクトの推進や、がんセンター等他の研究機関との連携を図るため「交流・連携室」を設置 

４ スケジュール 

平成25年１月 (財)神奈川科学技術アカデミー研究拠点工事着工 

４月 殿町区域での研究プロジェクト開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

個別化・予防医療時代に対応したグローバル企業による 

革新的医薬品・医療機器の開発・製造と健康関連産業の創出 
 

特区における県の役割：目標の実現を加速 

【県主導の主な取組み】 

○県主体プロジェクトの強化 

・ＫＡＳＴの研究プロジェクト 

・がんセンター臨床研究 

○産業支援施策の強化 

○３団体（県・横浜市・川崎市） 

による展開強化 

先導 
実施 

特区の対象となる４つの区域 末広区域 
みなとみらい

区域 

  殿町区域

福浦区域 

○ライフサイエンス分野の特徴をふまえた 

開発支援・産業化支援の強化 

【ＫＡＳＴの特区への進出】 

１ ライフサイエンス産業の開発支援・産業化支援となる 

研究の展開→新たな評価・診断法につながる研究を加速 

２ 医療現場、産業界と研究の橋渡し 

→・研究成果の産業への活用 

・医療現場のニーズを踏まえた新たなシーズ開拓 

・県内中小企業のライフサイエンス産業への参入支援等

ＫＡＳＴ 

県立がんセンター 

京浜臨海部ライフイノベーション

国際戦略総合特区の目標 

経済の 
エンジンを回す 

問い合わせ先 

  政策局総合政策部科学技術政策課 課長        平田 電話 045-210-3070 

政策局総合政策部科学技術政策課 科学技術政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 田邉 電話 045-210-3071 
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Ⅱ 平成 24 年第３回県議会定例会（９月提案分）条例案等 

 

１ 提出予定議案の概要 
   

区     分 当初提案件数 

条 例 の 制 定   １  件 

条 例 の 改 正   ６  件 

工 事 請 負 契 約 の 締 結 ５ 件 

市 負 担 金   １  件 

専 決 処 分 （ 承 認 ）   １  件 

決 算 の 認 定 
（公営企業及び病院事業決算） 

 １ 件 

計 15 件 

 

２ 各条例案等の概要 
 
【条例の制定】 

○ 神奈川県が管理する県道の構造の技術的基準及び県道に設ける道路標識の寸法を定める 

条例（Ｐ15参照） 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（第１次一括法）により、道路法の一部が改正されたことに伴い、本県が管理する県

道の構造の技術的基準等について、国が定めた「道路構造令」及び「道路標識、区画線及び道

路標示に関する命令」を参酌して条例を制定する。 

[県土整備局道路部道路管理課 TEL 045-210-6350] 
 

【条例の改正】 

○ 神奈川県防災会議条例の一部を改正する条例 

災害対策基本法の一部を改正する法律の施行等に伴い、神奈川県防災会議の委員として、

新たに自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者を追加するなど、所要の改正を行う。 

 [安全防災局危機管理部災害対策課 TEL 045-210-3420] 
 

○ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定

める条例の一部を改正する条例 

地方税法第37条の２第１項第４号の規定により税額控除の対象となる寄附金を受け入れる

ＮＰＯ法人（２法人）を新たに指定するなど、所要の改正を行う。 

[県民局県民活動部ＮＰＯ協働推進課 TEL 045-312-1121内線2860] 

 

○ 国民健康保険法に基づく都道府県調整交付金の交付に関する条例の一部を改正する条例 

国民健康保険法の一部改正により、市町村が行う国民健康保険における保険給付等に要す

る費用に対し、県が市町村に交付する都道府県調整交付金の割合が７％から９％に引き上げ

られたことに伴い、都道府県調整交付金のうち、普通調整交付金の割合を７分の６から９分

の６に、特別調整交付金の割合を７分の１から９分の３に変更する。 

 [保健福祉局保健医療部医療保険課 TEL 045-210-4880] 
 

○ 神奈川県屋外広告物条例の一部を改正する条例 

景観行政団体である平塚市が屋外広告物法第28条の規定に基づき、屋外広告物に係る条例

の制定又は改廃に関する事務を処理することを可能とするため、所要の改正を行う。 

[県土整備局環境共生都市部都市整備課 TEL 045-210-6200] 
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○ 神奈川県高校生修学支援等基金条例の一部を改正する条例（Ｐ10参照） 

国の高等学校等就学支援金制度における加算基準の変更に伴い、就学支援金の加算対象外

となった世帯に対する特例措置として、国から追加配分される高校生修学支援基金を財源と

した加算相当額の学費補助を行うため、条例が規定する対象校種に高等学校等就学支援金の

支給対象として文部科学大臣が指定した各種学校を追加する。 

 [教育局総務部学校経理課 TEL 045-210-8103] 

 

○ 神奈川県立の高等学校等の設置に関する条例の一部を改正する条例 

神奈川県立横浜ひなたやま支援学校を設置するため、所要の改正を行う。 

[教育局支援教育部特別支援教育課 TEL 045-210-8214] 

 

【工事請負契約の締結】 

 名   称 工事の場所 工事請負金額 

① 
都市計画道路安浦下浦線深礎擁壁 

（北側工区）新設工事請負契約 

横須賀市長沢三丁目から長沢 

六丁目地内 
９億1,592万8,083円

② 
一般国道129号戸田交差点立体 

交差工事請負契約 
厚木市戸田地内 27億8,250万円

③ 
向の岡工業高校教室棟他新築工事

（建築-第１工区）請負契約 
川崎市多摩区堰一丁目地内 ９億9,574万9,650円

④ 
向の岡工業高校教室棟他新築工事

（建築-第２工区）請負契約 
川崎市多摩区堰一丁目地内 ７億4,701万5,150円

⑤ 
座間高校東棟新築工事 

（建築）請負契約 
座間市入谷二丁目地内  ８億417万5,050円

①②[県土整備局道路部道路整備課 TEL 045-210-6420] 

③④⑤[教育局総務部まなびや計画推進課 TEL 045-210-8061] 

 

【市負担金】 

○ 建設事業に対する市負担金 

県の行う建設事業について、地方財政法に基づき、その受益の限度において経費の一部を

市に負担させるもの。 

［環境農政局水・緑部水産課 TEL 045-210-4530］ 

 

【その他】 

○ 専決処分について承認を求めること（平成24年度８月補正予算１件） 

県議会議員伊勢原市選挙区の補欠選挙の執行について急施を要し専決処分したので、地方

自治法第179条の規定により承認を求めるもの。 

［政策局財政部予算調整課 TEL 045-210-2250］ 

 

○ 平成23年度神奈川県公営企業決算及び神奈川県病院事業決算の認定について 

地方公営企業法第30条第４項の規定により、決算の認定を受けようとするもの。 

［企業庁企業局総務部財務課 TEL 045-210-7030］ 

［保健福祉局総務部病院事業課 TEL 045-210-5040］ 
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３ 条例案等 関係資料 

 

神奈川県が管理する県道の構造の技術的基準及び県道に設ける道路標識 

の寸法を定める条例案の概要 
 

(1)  目 的 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（第１次一括法）により、道路法の一部が改正されたことに伴い、本県が管理す

る県道＊の構造の技術的基準等について、国が定めた「道路構造令」及び「道路標識、区画

線及び道路標示に関する命令」（以下「標識令」という。）を参酌して条例を制定する。 

＊神奈川県が管理する県道：政令指定都市内（横浜市、川崎市及び相模原市）の県道を除く県道。 

 

(2)  内 容 

ア  構造の技術的基準 

構造の技術的基準については、道路の安全性・円滑性を確保するため、国の「道路構造

令」を基本とするが、歩道等の構造の基準については、高齢者対策や環境対策の観点から、

次のとおり県の独自基準を設ける。 

・ 歩道等の横断勾配については、道路構造令の２％に対し、１％を標準とする。 

・ 歩道等の舗装については、透水性舗装（雨水を地下に円滑に浸透させることができる

舗装）を標準とする基準を設ける。 

・ 歩道等に植樹帯を設置できない場合は、植樹桝とすることができるよう基準を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  道路標識の寸法 

案内標識及び警戒標識並びにこれらに附置される補助標識の寸法に係る基準については、

道路利用者の視認性・判読性を確保し、交通の安全と円滑を図る観点から、国の「標識

令」の基準どおりとする。 

 

(3) 施行期日 

    平成24年12月１日 

 

 

問い合わせ先 

県土整備局道路部道路管理課長      関矢 電話 045-210-6350 

県土整備局道路部道路管理課調査グループ 根本 電話 045-210-6359 

歩道等 

雨水 

路盤 

アスファルト 透水 

植樹桝

横断勾配透水性舗装 
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